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先天性風しん症候群の発生を防ぐために 

 
千葉県が委託した病院や診療所で、風しん抗体検査を無料で受けることができます。 

 

【対象】  次の１から５の全てを満たすことが要件となります。 

１ 千葉県内市町村に居住地（千葉市・船橋市・柏市を除く）を有している 

   ２ 下記（１）から（３）のいずれかに該当すること 

（１）妊娠を希望する女性（19 歳以下で未婚の方は保護者の同意が必要です） 

     （２）妊娠を希望する女性のパートナー※１ 

     （３）風しんの抗体価※２が低い妊婦のパートナー※１ 

※１ 配偶者のほか、婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある方を 

含みます。 

※２ ＨＩ法で 32 倍未満、ＥＩＡ（ＩｇＧ）法で 8.0 未満であること。 

   ３ 過去に風しん抗体検査を受けたことがない 

   ４ 過去に風しんの予防接種をうけたことがない 

   ５ 過去に風しんにかかったことがない 

【期間】 平成３0 年９月２０日～平成３１年３月３１日まで 

【申込方法】  

 

 

風しん抗体検査を 

無料で実施します。 

１ 自分が検査の対象か確認する。 

☞母子手帳等で予防接種歴などを確認してください。 
抗体価の低い妊婦のパートナーは、妊婦の母子手帳を持参ください。 

２ 検査を受ける病院・診療所を探し、検査予約をする。 

☞千葉県のホームページで「風しん抗体検査実施医療機関」を 
ご確認ください。http://www.pref.chiba.lg.jp/ 

３ 病院、診療所で「風しん抗体検査申込票」に記入し、検査を受ける。 

☞19 歳以下で未婚の女性は保護者の同意が必要なため、「風しん抗体 
検査申込票」の保護者自署欄にご記入ください。 

☞対象となるか確認のため、健康保険証、運転免許、パスポートの 
いずれかと母子手帳を持参してください。 

４ 後日、検査結果をもらう。 

千葉県健康福祉部疾病対策課 

TEL 043-223-2691  千葉県 風しん  検 索   

 

☞結果が出るまで２～３週間かかることがあります。 
☞検査の結果、風しん抗体価が低かった場合は、予防接種をおすすめします。 
 医師と御相談ください。 

妊娠を希望する女性
のパートナーも対象
となりました。 



風しん予防対策について 

 

                              健康生活支援課 

【現状】 

 2018年は、例年に比べ、風しんの届出数が大幅に増加しており、2018年 1～42週までの

千葉県における累計は251例となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管内では、第29週（7月20日）に1例目の届出があり、第43週（10月27日）まで8例

の患者が発生している（管内届出数は6例）。 

 

【問題点】 

①男性は昭和54年4月1日生まれ以前の40歳代以上で、定期接種の機会が1回もなかっ

たことから、抗体を持っていない可能性が高い。また、平成2年4月2日生まれ以前は、

風しんの予防接種は1回接種であったため、感染防御に十分な抗体を有していない可能性

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②発疹が出現した時点で1週間前から感染可能期間であることから、感染の拡大を予防す

ることが難しい。 

③妊娠 20 週頃までの妊婦が感染すると出生児が先天性風しん症候群を発症する可能性が

ある。 

 

 

【今後の方針】 

①千葉県では、妊娠を希望する女性及びその配偶者（受検要件あり）に対し、風しん抗体

検査を無料で実施している。妊娠前に予防接種を受けるなど、抗体が保有できるよう周知

を図る。（別紙） 

 

②風しんの流行を予防するためには、集団として、80～85％の免疫保有率を持つ必要があ

ることから、乳幼児期の定期接種をはじめ、全年齢層の感受性者へ啓発する。 

 

③感染防御に必要な抗体を得るためには、2 回の接種が必要など、予防接種に関する正し

い知識を普及する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④医療機関等関係機関の協力のもと、患者及び疑い例に対し、感染拡大防止に関する指導

を図るとともに、発症が疑われる場合に受診方法等を事前に確認していただくなど、医療

機関の受診方法について広く周知を図り、感染拡大防止を図る。 

 


